
燃料電池（家庭用燃料電池）について燃料電池（家庭用燃料電池）について

（出典）第28回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料 35

⑪燃料電池



滋賀県内における民生用燃料電池導入状況滋賀県内における民生用燃料電池導入状況
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■滋賀県内における民生用燃料電池（家庭用燃料電池「エネファーム」）の導入状況については、

 
設備容量の累積ベースで、2011年では402.5kw（575台）。

 ■今後、自立分散型エネルギー供給システムの構築に向け、民生用燃料電池の導入拡大を

 図っていく必要がある。

 

■滋賀県内における民生用燃料電池（家庭用燃料電池「エネファーム」）の導入状況については、

 
設備容量の累積ベースで、2011年では402.5kw（575台）。

■今後、自立分散型エネルギー供給システムの構築に向け、民生用燃料電池の導入拡大を

 図っていく必要がある。

⑪燃料電池



本県におけるクリーンエネルギー自動車本県におけるクリーンエネルギー自動車
の普及促進についての普及促進について

37

■本県におけるクリーンエネルギー自動車の保有台数は16,887台（2010年度）

■電気自動車の普及促進に向けて、急速充電器等の充電インフラの整備を進めているところ。

■本県におけるクリーンエネルギー自動車の保有台数は16,887台（2010年度）

■電気自動車の普及促進に向けて、急速充電器等の充電インフラの整備を進めているところ。
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平成22年度 台数 割合

メタノール車 0 0%
電気自動車 45 0.3%

天然ガス自動車 95 0.6%
圧縮水素 0 0%

プラグインハイブリッド 3 0%
ハイブリッド車 16,744 99.2%

合計 16,887 100%

ハイブリッド車の導入推移（累計）
クリーンエネルギー自動車（ハイブリッド車以外）の導

 
入推移（累計）

クリーンエネルギー自動車の普及台数（2010年度）

※平成23年3月末現在

（出典）「わが国の自動車保有動向

 

平成23年版（平成23年10月、(財)自動車検査

 

登録情報協会）

⑫クリーンエネルギー自動車



本県におけるエネルギー関連産業の振興に係る課題と取組①本県におけるエネルギー関連産業の振興に係る課題と取組①

 ～電池産業支援拠点の形成～～電池産業支援拠点の形成～

■国内電池産業は、電池本体の高性能化（小型化、高容量化など）とともに市場規模が急拡大。
■これにより、電池メーカーに部材を供給する県内中小企業は、開発競争が激化しており、今後も電池産業

 
への参入を継続していくためには、開発力、競争力の強化を図っていくことが急務。

 
■県内企業は、優れたモノづくり技術により電池メーカーのニーズに応える部材開発を積極的に進めているが、

 
性能や耐久性などの評価不足が電池メーカー採用への大きな課題。

 

■国内電池産業は、電池本体の高性能化（小型化、高容量化など）とともに市場規模が急拡大。
■これにより、電池メーカーに部材を供給する県内中小企業は、開発競争が激化しており、今後も電池産業

 
への参入を継続していくためには、開発力、競争力の強化を図っていくことが急務。
■県内企業は、優れたモノづくり技術により電池メーカーのニーズに応える部材開発を積極的に進めているが、

 
性能や耐久性などの評価不足が電池メーカー採用への大きな課題。

■県内電池関連企業が開発力や競争力を強化して、県経済の牽引を担う集積産業として促進することを目的

 
に、県内に「電池産業支援拠点」を形成。工業技術センターを同支援拠点として位置づけ。

 

■県内電池関連企業が開発力や競争力を強化して、県経済の牽引を担う集積産業として促進することを目的

 
に、県内に「電池産業支援拠点」を形成。工業技術センターを同支援拠点として位置づけ。

●中小企業と産官協働で成長産業（電池）に特化した製品開発を進めていく体制を整備

 
→地域の強みや地の利を最大限に活用した環境クラスターの形成を目指す。

背景・課題背景・課題

本県における取組本県における取組

38

共同（協働）で共同（協働）で

電池部材開発電池部材開発
開発部材

大手電池メーカー電池産業支援拠点

評価設備の整備

専門職員の配置 外部専門家の派遣 メーカー等へのマッチング

工業技術センター
（GSユアサ・

京セラなど）

電池関連企業

重点研究(単独)

⑬産業振興



本県におけるエネルギー関連産業の振興に係る課題と取組②本県におけるエネルギー関連産業の振興に係る課題と取組②

 ～中小企業者等の低炭素化技術開発の促進～～中小企業者等の低炭素化技術開発の促進～

■震災以降の電力需給の逼迫や温室効果ガスの削減のために、省エネルギーや再生可能エネルギー活用

 
技術などの低炭素化技術の必要性が増大。

 
■これらの問題に対応するために、本県においても中小企業者等の低炭素化技術の開発を促進していくこと

 
が重要。

 

■震災以降の電力需給の逼迫や温室効果ガスの削減のために、省エネルギーや再生可能エネルギー活用

 
技術などの低炭素化技術の必要性が増大。
■これらの問題に対応するために、本県においても中小企業者等の低炭素化技術の開発を促進していくこと

 
が重要。

■県内の中小企業者等（エコエコノミープロジェクト参加企業）が行う新製品、新技術の開発や実証化試験に

 
必要とされる経費の一部を助成（単独研究1/2、共同研究2/3）。

 

■県内の中小企業者等（エコエコノミープロジェクト参加企業）が行う新製品、新技術の開発や実証化試験に

 
必要とされる経費の一部を助成（単独研究1/2、共同研究2/3）。

●中小企業者等が行う低炭素化に向けた技術開発を促進するため、必要な支援を継続していくことが

 
重要

背景・課題背景・課題

本県における取組本県における取組
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省エネ

再生エネ

低炭素社会

新規成長産業の振興
（低炭素・環境産業の集積）

技術開発企業 低炭素化
開発製品

技術支援
（補助金）

平成24年度補助事業の

 
実施例

●３次元太陽光発電モ

 
ジュールを用いた外灯の

 
試作開発

●蓄電池の高効率な充放

 
電制御システムの開発

⑬産業振興

http://www.shiga-ecoeconomy.jp/index.php
http://www.shiga-ecoeconomy.jp/index.php


【【参考参考】『】『日本再生戦略日本再生戦略』』（平成（平成2424年年77月月3131日閣議決定）日閣議決定）

（出典）国家戦略室資料に滋賀県加筆 40

⑬産業振興



【【参考参考】『】『日本再生戦略（うち「グリーン成長戦略」）日本再生戦略（うち「グリーン成長戦略」）』』

（出典）国家戦略室資料 41

⑬産業振興



【【参考参考】『】『蓄電池戦略蓄電池戦略』』（平成（平成2424年年77月：経済産業省）月：経済産業省）

（出典）平成24年第6回国家戦略会議資料（平成24年7月5日） 42

⑬産業振興



【【参考参考】】太陽光発電システムの産業の裾野の広さ太陽光発電システムの産業の裾野の広さ

（出典）「緑の分権改革の推進に係る取組の経済効果等の分析に関する調査業務」報告書（平成23年3月）

（資料）JETRO海外最新動向セミナー（平成22年1月）株式会社資源総合システム資料より作成

下記の図で示されるように、太陽光発電システムに関わる産業は多岐にわたり、導入促進が

 図られれば経済波及効果も大きく、地域にとって関連産業の育成は重要な課題である。

 

下記の図で示されるように、太陽光発電システムに関わる産業は多岐にわたり、導入促進が

 図られれば経済波及効果も大きく、地域にとって関連産業の育成は重要な課題である。
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⑬産業振興



地域が主体となった取組の推進について地域が主体となった取組の推進について

（出典）環境省2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会エネルギー供給WG資料

■全国的に、戸建住宅の屋根面、豊富な日射、安定した風、落差ある河川、温泉に代表される地熱、森林資

 
源など、再生可能エネルギーは、都市部より郊外・地方部において導入ポテンシャルが大きい。

 
■本県のポテンシャルを活かしながら、地域が主体となって、地域に根差した再生可能エネルギービジネスの

 
振興を図っていくことが期待される。

 

■全国的に、戸建住宅の屋根面、豊富な日射、安定した風、落差ある河川、温泉に代表される地熱、森林資

 
源など、再生可能エネルギーは、都市部より郊外・地方部において導入ポテンシャルが大きい。

 
■本県のポテンシャルを活かしながら、地域が主体となって、地域に根差した再生可能エネルギービジネスの

 
振興を図っていくことが期待される。
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⑭地域主体の取組



45（出典）環境省2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会エネルギー供給WG資料

【【参考事例参考事例】】地域が主体となった取組の推進について地域が主体となった取組の推進について

⑭地域主体の取組



46（出典）環境省2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会エネルギー供給WG資料

⑭地域主体の取組

【【参考事例参考事例】】地域が主体となった取組の推進について地域が主体となった取組の推進について



地域が主体となった取組の推進について（市民共同発電）地域が主体となった取組の推進について（市民共同発電）

47

■市民共同発電は、まさに地域レベルでの自主的な取組
■大規模な太陽光発電のみでなく、小規模であっても、様々な主体が協働して取り組むことで数多くの太陽光

 
発電等が設置、運営されることは、再生可能エネルギー導入の面で大変効果的

 
■特に地域で循環的にお金がまわり、市民の関心がそこに向けられるという点で、小規模な施設であっても多

 
くのメリット

 
■一方で、市民共同出資による小規模な太陽光発電設備の導入については、その設置が長期にわたること

 
から、安定した仕組みとすることが不可欠

 
■今後、行政がどのような形で関わるのが最も効果的で、適切であるか要検討

■市民共同発電は、まさに地域レベルでの自主的な取組
■大規模な太陽光発電のみでなく、小規模であっても、様々な主体が協働して取り組むことで数多くの太陽光

 
発電等が設置、運営されることは、再生可能エネルギー導入の面で大変効果的
■特に地域で循環的にお金がまわり、市民の関心がそこに向けられるという点で、小規模な施設であっても多

 
くのメリット
■一方で、市民共同出資による小規模な太陽光発電設備の導入については、その設置が長期にわたること

 
から、安定した仕組みとすることが不可欠
■今後、行政がどのような形で関わるのが最も効果的で、適切であるか要検討

資金調達手法 資金循環性 団体名

●寄付・会費型
・主に市民等から寄付や会費を募り、市

 

民共同発電所の設置費用を得る。 ●組織完結型
・発電に関する資金循環が組織内で完

 

結している。

■サークルおてんとさん（奈良）
■NPO法人紀州えこなびと

●自主事業収入型
・他の自主事業を通じて市民共同発電所

 

の設置費用を得る。

■NPO法人 See  Wave和歌山

●市民出資型
・主に市民等から出資を募り、市民共同

 

発電所の設置費用を得る。
・寄付を募る場合に比べ、法規制への対

 

応にも配慮する必要が生じる。

●出資者還元型
・売電による収益を出資者に対し還元す

 

る。
・出資者は発電所の地域外の場合もある。

■ふくい市民共同発電所を作る会
■ECOまちネットワーク・よどがわ

■自然エネルギー市民の会（大阪）

●地域循環型
・地域通貨による収益還元等、発電所が

 

生み出す資金循環を地域経済に繋げよ

 

うとしている。

■ひがしおうみコミュニティビジネス推進

 

協議会

●地域通貨利用型
・地域通貨、地域振興券の販売を通じて

 

市民共同発電所の設置費用を得る。

■NPO法人エコロカルヤスドットコム

■池田市

【参考】市民共同発電の事業スキームに基づく事例の類型化（関西地域）

（出典）平成22年度 関西における新エネルギーに関する先進的な市民の取組についての調査報告書（近畿経済産業局）

⑭地域主体の取組



【【参考参考】】蓄エネ（蓄電池）について①蓄エネ（蓄電池）について①
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【【参考参考】】蓄エネ（蓄電池）について②蓄エネ（蓄電池）について②
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【【参考参考】】スマートコミュニティについて①スマートコミュニティについて①
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【【参考参考】】スマートコミュニティについて②スマートコミュニティについて②
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【【参考参考】】「エネルギー規制・制度改革アクションプラン」「エネルギー規制・制度改革アクションプラン」
の進捗状況①の進捗状況①

 
～電力システム改革～～電力システム改革～

52
（出典）第11回エネルギー・環境会議（平成24年6月29日）資料

⑰規制改革



53（出典）第11回エネルギー・環境会議（平成24年6月29日）資料

【【参考参考】】「エネルギー規制・制度改革アクションプラン」「エネルギー規制・制度改革アクションプラン」
の進捗状況②の進捗状況②

 
～再生可能エネルギー導入～～再生可能エネルギー導入～

⑰規制改革



54
（出典）第11回エネルギー・環境会議（平成24年6月29日）資料

【【参考参考】】「エネルギー規制・制度改革アクションプラン」「エネルギー規制・制度改革アクションプラン」
の進捗状況③の進捗状況③

 
～省エネルギー推進～～省エネルギー推進～

⑰規制改革



【【参考参考】】農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の
促進に関する法律案の概要促進に関する法律案の概要（平成（平成2424年年22月月1717日閣議決定）日閣議決定）

（出典）農林水産省資料 55

⑰規制改革



【【参考参考】】耕作放棄地等を活用した再生可能エネルギー発電について耕作放棄地等を活用した再生可能エネルギー発電について

（出典）第17回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料
56

⑰規制改革



【【参考参考】】「電力システム改革の基本方針」の概要①「電力システム改革の基本方針」の概要①

 （平成（平成2424年年77月月

 

経済産業省経済産業省

 

電力システム改革専門委員会）電力システム改革専門委員会）

（出典）第30回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料 57

⑱電力システム改革



【【参考参考】】「電力システム改革の基本方針」の概要②「電力システム改革の基本方針」の概要②

 （平成（平成2424年年77月月

 

経済産業省経済産業省

 

電力システム改革専門委員会）電力システム改革専門委員会）

（出典）第30回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料 58

⑱電力システム改革
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『『再生可能エネルギー振興戦略プラン再生可能エネルギー振興戦略プラン』』策定策定

本県における現状・課題本県における現状・課題

検討委員会検討委員会

県民政策コメント（パブリック・コメント）県民政策コメント（パブリック・コメント）

論点整理論点整理

導入目標、振興方策導入目標、振興方策

報告書（素案）報告書（素案）

報告書（案）報告書（案）

7/24(火)

平成25年

 
1月頃

【【参考参考】】「再生可能エネルギー振興戦略プラン」策定までの流れ（想定）「再生可能エネルギー振興戦略プラン」策定までの流れ（想定）

議事内容（予定）

滋賀県滋賀県

平成25年２月

平成25年３月

県民

企業

市町

県民

企業

市町

意見交換会
（随時開催）

意見交換会
（随時開催）

8/28(火)
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